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税関事後調査対応サービスの強化 
包括的なサポートを通じて適正通関の実現を支援します 

2024年４月 25日 

デロイト トーマツ GTB株式会社は、通関業の許可を取得したことにより、従来から提供してきた税関事後調査の準備に関する助言、
税関指摘を踏まえた修正申告に向けた助言等のコンサルティングサービスに加え、実地調査時の説明対応、修正申告自体の代理
手続など、より踏み込んだ形で税関事後調査対応サービスを提供することが可能となりました。また事後調査後の修正申告が複数
の税関官署にまたがる場合や、輸入消費税に係る修正申告後の税務署への還付手続、さらには将来に向けた評価申告など、一
気通貫でのサービス提供も可能です。 

＜事後調査前～調査中の対応＞ 

まず事後調査前に、会社全体の輸入実績や申告内容のチェックが十分にできていない、調査対応が間に合わないといった、輸入者
が長年抱えている税関事後調査対応への課題を解決するための対応策についてのコンサルティングサービスを提供します。例えば、申
告データを活用した定期的なチェックや、プレ事後調査の実施を通じて関税及び輸入消費税の追徴リスクを洗い出し、調査通知前
から十分な対策を行っておくことで、事後調査対応の工数を削減、指摘事項の事前対応により、追徴インパクト・加算税によるイン
パクトを最小化することが可能になります（事後調査においても、必要に応じて税関への直接説明等のサポートが可能です）。 

税関の事後調査対応における長年の課題と対応策 
 

 

 

 

 

 

＜事後調査後の対応＞ 

税関事後調査後で指摘を受けた後には、まず税関から指摘を受けた過去の輸入申告に係る修正申告と、輸入消費税に係る修正
申告分の還付手続を行うことになります。また税関の事後調査においては、将来の輸入申告の適正化に向けた指導は行われないた
め、再度同じ指摘を受けるケースも散見されるところ、将来の輸入申告を適正に行うための関税評価申告等が必要です。デロイト ト
ーマツ GTB 株式会社では、これら全ての手続に対応する窓口となり、包括的かつ一気通貫のサービスを提供可能です。 

 

日々の輸入申告の内
容が正しいか確認する 

定期的に申告内容を 
振り返って確認する 

理
想 

事後調査通知前に根拠資料
等を整理しておく 

通常業務に追われ、申
告内容が正しいか確認
できない 

現
実 

輸入貨物に関わる部門
が多岐に亘るため、定期
チェックができていない 

調査通知を受けてから準備を開
始調査実施までに準備が間に合
わない資料があるケースも発生 

主な追徴課税の原因 

〇インボイス価格誤り 
〇追加貨物代金 
〇無償提供の部分品 
〇ロイヤリティ 
〇EPA 税率適用誤り 

対
応
策 

CCIS データによる定
期チェック 

プレ事後調査の実施
によるヘルスチェック 

十分な準備をして事後調査に
臨む（申告内容の整理結果
を踏まえた事前の自主修正、
説明も可能） 

事後調査対応の工
数削減 

自主修正申告によ
る加算税回避 
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税関事後調査後における対応イメージ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

主なサービス内容 

1. 事後調査の通知前 

 CCIS データ(*)を活用した輸入申告の定期チェック 
 「プレ事後調査」の実施によるヘルスチェック 
 事後調査の通知前における自主修正申告の実施 

(*) CCIS データとは、日本通関業連合会が NACCS を通じて申告された輸出入申告データを提供するサービスです（有料） 

2. 事後調査の通知後～調査中 

 自主修正申告の要否の確認（要すれば実地調査までに修正申告を実施） 
 事後調査対応準備に関する助言 
 事後調査（実地調査）への立会 

 

3. 事後調査後 

 修正申告の実施（複数の税関官署への当初申告をまとめて対応可能） 
 修正申告により納付した輸入消費税の還付手続 
 関税評価申告を通じた輸入申告の適正化 
 事後調査結果を踏まえた申告適正化の対応状況についての検証 

 

デロイト トーマツ GTB 株式会社は、引続き、輸出入に携わる企業の皆様が税関の事後調査に適切に対応できるよう、サポート体制
を整え、企業のコンプライアンス体制構築を支援していきます。 

 

 

①修正申告 

一気通貫のサービスにより、上記のスパイラルを断ち切ることができます 

②消費税更正の請求 ④対応状況の検証 ③評価申告 

 追徴課税及び過少申告加算税が発生 
 税関の事後調査では将来の申告適正化に

向けたアドバイスは行われない 
 修正申告は税関官署ごとに行う必要がある 
 税関への修正申告の後、税務署への更正の請

求といった、後続業務が発生 
 通常業務とに忙殺される状況下で、将来の申

告の適正化にリソースを割く余裕はない  調査経験者の異動・退職等により、対応ノ
ウハウが断絶 

 エラー及びその原因が是正されないまま、次
回の事後調査に臨まざるを得ない 

→下記④で対応 

→下記①②③で対応 



 
3 

お問い合わせ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
デロイト トーマツ GTB株式会社 
代表取締役社長 
牧野 宏司／Koji Makino 
koji.makino@tohmatsu.co.jp 

デロイト トーマツ GTB株式会社 
〒100-0006  
東京都千代田区有楽町１丁目７番１号有楽町電気ビルヂング 

Tel ：03-6213-3800（代） 
email ：info.idt-gta@tohmatsu.co.jp 
会社概要： www.deloitte.com/jp/gtb 
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人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ リスクアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザ
リー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT 弁護士法人およびデロイト トーマツ グループ合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大
級のプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリ
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Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して
“デロイトネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の
組織体であり、第三者に関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTL および DTTL の各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不
作為についてのみ責任を負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへのサービス提供を
行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。 
デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTL のメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人
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め、クライアントの変革と繁栄を促し、より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り組むことを通じて、計測可能で継続性のある成
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